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研究成果の概要（和文）：アメリカにおける政治報道は過去 20 年ほどの間に、これまでの規範

である客観性追及から、政治的な立場を明確にした情報提供に大きく変化しつつある。このメ

ディアの立場の変化に触発され、報道の政治的立場や偏向を指摘し、国民を啓発する「メディ

ア監視団体（メディア・ウォッチドッグ団体）」がここ数年、次々と誕生しつつある。本研究で

は、「メディア監視団体」の動向と、その政治的、社会的影響力について包括的に分析を続けて

いる。本研究では、特に「メディア監視団体」が、報道機関の現状に危機感を持つ市民の声を

反映する公的利益団体となっている点に着目し、政治過程の中で新しい形の市民運動としての

「メディア監視団体」が担っている政治参加の役割、およびその可能性も含めて研究を続けた。

研究では「メディア監視団体」の現状や活動を中心としているものの、アメリカにおけるメデ

ィアと政治の関係、特に放送メディアの政治的な立場、中立性（客観性）、および政治過程にお

ける利益団体、市民運動などについても分析した。

研究成果の概要（英文）：This study examines the role of so-called media watchdog groups 
in international politics. Specifically, this paper focuses on several major media 
watchdog groups in the United States (both politically left and right, as well as groups 
that specialize in certain topics, such as particular race and ethnicity or specific 
countries and regions) and analyzed how they frame important political issues. 
Media watchdog groups claim that they analyze news contents of major news organizations 
and point out their inaccuracies and bias. Media watch groups’ activities are very 
important in setting record straight on important issues that have received slanted 
coverage and also in promoting open dialogue in public. 
However, media watch groups themselves are not free from political bias: some groups 
appear to present data in a way that they promote their own political agenda; some are 
more conscious of the groups’ political leanings and attempt to collaborate with 
like-minded interest group in order to press their policy priorities. 
This work concludes that media watch groups’ “objective” data may sometimes create 
certain views on controversial issues
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１．研究開始当初の背景

アメリカにおける政治報道は過去 20 年ほ

どの間に、これまでの規範である客観性追及

から、政治的な立場を明確にした情報提供に

大きく変化しつつある。このメディアの立場

の変化に触発され、報道の政治的立場や偏向

を指摘し、国民を啓発する「メディア監視団

体（メディア・ウォッチドッグ団体）」がこ

こ数年、次々と誕生しつつある。本研究は、

「メディア監視団体」の動向と、その政治的、

社会的影響力を包括的に分析するものであ

る。本研究では、特に「メディア監視団体」

が、報道機関の現状に危機感を持つ市民の声

を反映する公的利益団体となっている点に

着目し、政治過程の中で新しい形の市民運動

としての「メディア監視団体」が担っている

政治参加の役割、およびその可能性も含めて

研究する。

２．研究の目的

本研究では、「メディア監視団体」の動向、

および「メディア監視団体」を通じた市民運

動、政治参加の可能性をさぐる。さらに、こ

の検証を通じて、日本とアメリカの政治コミ

ュニケーション（メディアと政治の関係）、

政策形成過程の相違なども詳細に明らかに

なる。

３．研究の方法

「メディア監視団体」の活動について、調

査の中心となるのが、（１）資料・文献によ

る分析、（２）現地での質的調査（インタビ

ュー調査）である（後述）。

申請する３年間の研究で明らかになるの

は、（１）「メディア監視団体」の活動の内容、

（２）「メディア監視団体」を通じた市民運

動、政治参加の可能性、の２点である。さら

に、敷衍すれば、「メディア監視団体」とは

どんなものであり、どんな政治的な役割を持

っており、国民はその団体を通じてどのよう

に政治に参加していくのか、そして、団体の

活動が民主主義や市民社会形成にどのよう

に役立っていくのか、などの点を期間内に明

らかにする。

さらに、「メディア監視団体」の研究の背

景にあるアメリカのメディアの現状、アメリ

カの政策形成過程におけるメディアの役割、

利益団体の役割、日本とアメリカの政治コミ

ュニケーション（メディアと政治の関係）の

比較、などについても詳細に分析する。

４．研究成果 

アメリカにおける政治報道は過去 20 年ほど

の間に、これまでの規範である客観性追及か

ら、政治的な立場を明確にした情報提供に大

きく変化しつつある。このメディアの立場の

変化に触発され、報道の政治的立場や偏向を

指摘し、国民を啓発する「メディア監視団体

（メディア・ウォッチドッグ団体）」がここ

数年、次々と誕生しつつある。本研究では、

「メディア監視団体」の動向と、その政治的、

社会的影響力について包括的に分析を続け

ている。本研究では、特に「メディア監視団

体」が、報道機関の現状に危機感を持つ市民

の声を反映する公的利益団体となっている

点に着目し、政治過程の中で新しい形の市民



運動としての「メディア監視団体」が担って

いる政治参加の役割、およびその可能性も含

めて研究を続けた。研究では「メディア監視

団体」の現状や活動を中心としているものの、

アメリカにおけるメディアと政治の関係、特

に放送メディアの政治的な立場、中立性（客

観性）、および政治過程における利益団体、

市民運動などについても分析に加えている。

本年度は昨年、一昨年度に引き続き、研究で

明らかになった部分については、書籍、論文

で発表したほか、日米での学会で報告した。
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